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ＪＩＣＡ海外投融資に関する案件選択の指針 

 

平成２４年１０月１６日 

外務省国際協力局開発協力総括課 

財 務 省 国 際 局 開 発 政 策 課 

経済産業省貿易経済協力局資金協力課 

独立行政法人国際協力機構企画部 

 

１．基本的考え方 

○ 開発援助機関であるＪＩＣＡが「有償資金協力」として行う「開発

事業」への資金供給。（注１） 

○ 既存の金融機関では対応できない、開発効果の高い案件への対応

（新成長戦略（平成２２年６月１８日閣議決定））。 

 

２．対象分野 

  上記基本的考え方を踏まえ、以下の３分野とする。 

○ インフラ・成長加速化 

○ ＭＤＧ・貧困削減 

○ 気候変動対策 

 

３．対象国 

  ＯＤＡ対象国とする。 

 

４．取引形態による対象類型 

上記基本的考え方を踏まえ、取引形態に着目した以下の要件を設定し、

それらを考慮しつつ既存の金融機関では対応出来ない、開発効果の高い

案件であることを政府が確認する。なお、事業達成の見込みがあると認

められる場合に限る（ＪＩＣＡ法１４条３項）。 

（１）融資 

① 以下の２要件を満たすこと。 

○ 先導的案件であること。（注２） 

○ 案件実施について、ホスト国政府等に対してしかるべく事前の通報

が行われ、かつ原則回答が得られること。 

 

② 加えて、リコース型案件及び協調融資案件においては、以下のとお

りとする。 

○ リコース型案件については、原則として、日本（日系）企業以外が
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信用補完するもの。 

○ 協調融資案件については、以下のいずれかを満たすものとする。 

(ⅰ)相手先が地場金融機関のみのもの。 

(ⅱ)相手先が国際開発金融機関のみのもの。 

(ⅲ)相手先が地場金融機関及び国際開発金融機関のみのもの。 

 

（２）出資 

案件実施について、ホスト国政府等に対してしかるべく事前の通報が

行われ、かつ原則回答が得られること。なお、過去の実施案件の研究・

評価を踏まえ、既存金融機関では対応できない、開発効果の高い案件を

如何に選定するか事案ごとに慎重な検討が必要。 

 

（以 上） 

 
（注１） 

●開発途上地域の経済及び社会の開発若しくは復興又は経済の安定に寄与す

ることを通じて、国際協力の促進並びに我が国及び国際経済社会の健全な発

展に資することを目的とする。（ＪＩＣＡ法３条） 

●我が国又は開発途上地域の法人その他の団体その他の外務大臣が指定する

者に対して、その行う開発事業の実施に必要な資金を貸し付け、又は当該事

業の遂行のため特に必要があるときは出資をすること。（ＪＩＣＡ法１３条

１項２号ロ） 

「有償資金協力」：有償の資金供与による協力（資金の供与の条件が開発

途上地域にとって重い負担にならないよう金利、償還期間等について緩

やかな条件が付されているもの） 

「開発事業」：開発途上地域の経済及び社会の開発に寄与し、かつ、我が

国との経済交流を促進するため必要と認められる事業 

 
（注２） 

●先導的案件とは、原則として、過去にホスト国の類似案件について非譲許

的条件での融資実績がない場合。 

●ホスト国における今後の事業モデルとなりうる案件を形成することを通じ、

我が国企業の海外展開の可能性を拡大する役割を期待。 


